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1996 年 12 月以降の 4年間である。第二の時期は業界再編の 4年間。日本火災と興亜火災
の合併で日本興亜損保の誕生を皮切りに、あいおい損保、三井住友海上、損保ジャパン、
東京海上日動火災と合併・新会社設立が相次いだ。第三の時期は保険金不払いが発覚した









































ある。規制緩和・自由化がスタートして以降、代理店の数は 1997年 3月末の 623,741店か
ら 2013年 3月末の 194,701店へと激減した。代理店手数料の一方的な切り下げで小規模代
理店が存続できなくなっているからである。かつて代理店手数料は、一定の基準を満たす
代理店の場合一律であった。ところがここに手数料ポイント制度が導入された。手数料ポ




































































結として教訓とされるのが、2005年 4月 25日に起こった JR西日本の脱線事故である。事
故後、JR西日本の経営方針の第一の課題が「安全」をさしおいて「もうけること」であり、
その労務管理と人員体制の問題点が明らかになった。また、2012 年 4 月 29 日未明に起こ
った関越自動車道での高速ツァーバス事故がある。安全の確保という運輸サービス産業の
「根源的な CSR」を実現するためには、労働環境の改善が不可欠であると言える。 
 
第５章 損保における労働時間制度の実証分析 
大手損害保険会社で現在採用されている労働時間制度のうち、「私的時間」制度運用の実
態と労働者の行動、および「企画業務型裁量労働制」をはじめとする「みなし労働時間制」
の実態を分析し、損保業界が CSRで掲げた内容を検証する。 
 
第１節 「私的時間」制度の実証分析 
「私的時間」の入力が現実にどのようになされているのか、日本興亜損保のデータを用
いて分析した。使用するデータは、「私的時間」の主な対象となる「一般職 A（上位職位）」
922人、「一般職 B（下位職位）」1,681人、合計 2,603人の「私的時間」である。結果、上
位職位の労働者、すなわち職責が重い労働者ほど「私的時間」を多く入力していることが
示された。また職種別では、相対的に席を立ちにくいと考えられる損害調査担当者に「私
的時間」が多いという結果が得られた。この事実から、「私的時間」制度は労働者自身の自
己規制によって労働時間の調整弁の役割を果たしていると推定された。 
 
第２節 「みなし労働時間制」の実際 
日本興亜損保の「企画業務型裁量労働制」適用対象は同社で言うグローバル社員（総合
職）であるが、対象者層の 81％に「裁量労働制」が適用されている。損保ジャパンにおけ
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る「事業場外労働制」は「事業場外で業務に従事した場合、労働時間を算定し難いときは、
所定労働時間労働したものと」（労基法第 38 条）みなすものである。しかし、損保の営業
や損害調査の仕事は労働時間の把握が困難なものではない。同社の「みなし労働時間制」
適用者は対象である総合職、専門職の 87％にのぼる。三井住友海上は、2013年度から転居
を伴う転勤のない「地域社員」（主に女性）全員に「企画業務型裁量労働制」を適用した。 
 
第３節 損保における労働時間制度の評価 
「私的時間」制度の現状は、ホワイトカラー労働者の地位が向上した現代社会では、個
人がどのような働き方を選ぶかはその自由裁量に委ねるべきだという、現行「労働時間概
念」を覆そうとする意見について、明快にこれを否定したと言える。労働者の自主的・自
律的な労働をすすめるものではなく、逆に労働者に「自己規制」を強いるものであること
が明らかになったからである。「みなし労働時間制」では、日本興亜損保と損保ジャパンで
80％以上の労働者にこの制度が適用されている。「私的時間」や「みなし労働時間制」の広
がりによって長時間労働、サービス残業が一層拡大されることとなる。 
 
第６章 原発リスクとＣＳＲ 
リスクマネジメントの視点から原発リスクを検討する場合、次の点が重要である。第一
は、根本的な問題として、原発に対するリスクマネジメントははたして可能なのかという
こと、第二は、仮に損保業界が現実の被害に相応した補償の提供を行った場合、原子力事
業者が負担すべき保険料はどのような水準になるのかということである。 
 
第１節 リスクマネジメントと原発事故 
リスクマネジメントとは、企業活動に関連するリスクを組織的に把握、特定し、リスク
の回避や分散、損害や損失の予防や最小化を目指すプロセスを言う。その本質は、事故が
起こってからの対応ではなくそれを起こさないためのリスクの的確な把握にある。はたし
て東電のリスクマネジメントは適切であったのか。国会の「東京電力福島原子力発電所事
故調査委員会」報告書は「この事故が『人災』であることはあきらかで、歴代および当時
の政府、規制当局、そして事業者である東京電力による、人の命と社会を守るという責任
感の欠如があった」と断定、東電の姿勢を「リスクマネジメントのゆがみ」と批判した。 
 
第２節 原発被害と原子力損害賠償制度 
原子力事業者は、原子力損害を発生させたとき、故意・過失があったか否かに関わりな
く、賠償責任を負う。ただし「異常に巨大な天災地変又は社会的動乱によって生じた」損
害については賠償責任がないとされている。「異常に巨大な天災地変」とは一般的には歴
史上例の見られない大地震、大噴火、大風水災等であり、今回の地震や津波は歴史上例の
見られない災害とまでは言えないことから東電の責は免れない。原子力事業者は、1事業所
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当たり1,200億円の原子力損害賠償責任保険契約及び原子力損害賠償補償契約を締結しな
ければならない。損害額が１事業所1,200億円を超えた場合どうなるのか。原子力事業者の
賠償責任の限度額は原賠法では特に規定されていない。すなわち無限責任である。 
 
第３節 原発と損害保険 
原子力保険は引受額が巨額であることから国内外の保険引受能力を最大限に活用する必
要があり、各国とも多数の保険会社による共同引受機構を組織している。日本でも原子力
保険はすべて、日本で営業する保険会社による共同引受機構としての日本原子力保険プー
ルを通じて会員各社が引受け、外国プールとの間で再保険を行っている。損害保険の保険
料は大数の法則によって算定される。しかし、原発事故については大数の法則は適用され
ない。第一に、リスクの高さ、巨大さがはかりしれないからである。第二に、対象となる
施設が限られ、信頼に値する確率がえられないからである。 
 
第４節 原発リスクと損保産業のＣＳＲ 
損保業界が原発リスクにどう向き合うべきかを結論づける。品川（2006A）は、「損保産
業というのは、経済社会にとっては唯一のブレーキ産業です。・・危険を数値化して、それ
を社会に警告し、その役割を果たさなくてはならない産業です」と述べている。もし現実
のあらゆるリスクを想定した保険料が「付保不能なほどの禁止的高水準」であるならば、
あるいは、大数の法則に合致せず現実には保険料算出が不可能であるならば、そのことを
リスクマネジメントの視点から社会に明らかにすべきであろう。これこそが、「危険を数値
化し、社会に警告」するという、損保産業に求められる社会的役割の発揮であり、今日は
たすべき「根源的な CSR」である。 
 
おわりに 
労働現場では、労働者はみんないい仕事がしたいと思っている。そして、「企業の社会的
役割」の認識は労働者を成長させる。東日本大震災で地震保険の調査・支払いにあたった
若手社員は、ご家族が亡くなられて全損になった建物の写真を撮影するときには、合掌と
黙とうをしてから撮影を始めるようになったという。また、東日本大震災の直後、損保各
社の「お客様の声」窓口には感謝の電話や手紙が殺到した。こうした事実は、「根源的な CSR」
の遂行こそが労働者の働きがいをもたらし契約者の共感をもえることを示している。筆者
の CSR論のささやかな貢献はここにある。 
しかし、現実の損保労働者は経営効率化政策の下ぎりぎりの人員で無理を重ねてきてい
る。職場支配の巧妙さと労働者の閉塞状況を打開する科学的な分析、その理論を実践のテ
ーブルに乗せる気概、これらを労働現場からくみ出す努力が今ほど必要な時期はない。社
会人研究者としての筆者の今後の役割は、現実に向き合い自らの体験を通じて、あるべき
企業・産業・労働像を展望しその実現への道を模索することにある。 
